
第１回URL検討委員会（H18.7.31)
資料２－１

地層処分技術に関する研究開発の現状について

平成１８年７月３１日

独立行政法人日本原子力研究開発機構

地層処分研究開発部門

1

日本原子力研究開発機構の組織概要
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昭和31年

「日本原子力研究所」
発足

昭和31年

「原子燃料公社」
発足

昭和42年

「動力炉・核燃料開発
事業団」発足

平成10年

「核燃料サイクル開発
機構」発足

「日本原子力船研究開発事業団」 平
成
17
年
10
月
1
日

独
立
行
政
法
人
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
設
立

日本原子力研究開発機構（原子力機構）設立の歩み

特
殊
法
人
等
整
理
合
理
化
計

画
（閣
議
決
定
平
成
13
年
）

原
子
力
二
法
人
の
統
合
に
関
す
る

報
告
書
（
平
成
15
年
）

日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
法
案

成
立
（
平
成
16
年
）

動
燃
改
革

統
合

（昭
和
６
０
年
）
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役員： １１人

発足時職員： ４,３８６人

（平成１８年度： ４,３３８人）※
※（平成17年度期末人員数）

平成１７年度予算： ２,０９４億円
（後期分948億円）

（平成１８年度予算：２,００４億円）

日本原子力研究開発機構

役員： １１人
職員：２,１５３人
予算：８９２億円

日本原子力研究所

役員： ９人
職員：２,２３３人
予算：１,２０２億円

サイクル機構

（平成１７年度）

原子力機構の人員、予算
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原子力機構の研究開発拠点

大洗地区

東海地区

人形峠地区

東濃地区 幌延地区
高レベル放射性廃棄物の地
層処分技術に関する研究開
発（堆積岩系対象）を実施

敦賀地区

高崎地区

むつ地区

関西地区

安全研究、原子力基礎・基盤研究の推進、中性子利用研
究の推進、高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関す
る研究開発、FBR燃料加工開発、軽水炉再処理技術開発、
研修事業を実施

高レベル放射性廃棄物の地
層処分技術に関する研究開
発（地層科学研究、結晶質
岩系対象）を実施

もんじゅにおけるFBRサイクル実用
化へ向けた研究開発、ふげんにお
ける廃止措置研究、防災研修の実
施

那珂地区
光量子利用研究を推進 ITER計画推進、炉心ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研

究、核融合工学開発を実施
量子ビーム応用研究を推進

不要になった原
子炉施設の廃止
措置等を実施

ウラン濃縮関連
施設の廃止措置
を実施

常陽、照射後試験施設等によるFBRサイクル技術開発を
実施、革新的原子炉や原子力の多様な利用に関する
研究開発を実施

原子力科学研究所 核燃料ｻｲｸﾙ工学研究所
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核燃料サイクルの確立
（FBRサイクル技術、

高レベル放射性廃棄物処分技術、
軽水炉サイクル事業支援）

核燃料サイクルの確立
（FBRサイクル技術、

高レベル放射性廃棄物処分技術、
軽水炉サイクル事業支援）

原子力による水素社会への貢献原子力による水素社会への貢献

核 融 合 研 究 開 発核 融 合 研 究 開 発

量子ビームテクノロジー
（量子ビーム利用プラットホーム）
量子ビームテクノロジー

（量子ビーム利用プラットホーム）

安全研究安全研究
産学官との連携 国際協力
人材育成 原子力情報

産学官との連携 国際協力
人材育成 原子力情報

共 通 的 科 学 技 術 基 盤

原子力基礎工学研究、先端基礎研究原子力基礎工学研究、先端基礎研究

原子力機構の目指すもの

長期的エネルギー安全保障
地球環境問題対応

国際競争力のある科学技術を
生み出す基盤

原子力利用の安全と平和利用
を確保するための活動

核不拡散技術開発核不拡散技術開発

自らの施設の廃止措置，
廃棄物の処理処分

自らの施設の廃止措置，
廃棄物の処理処分
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原子力機構の組織概略図

（研究開発 部 門）

（研究開発拠点）
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安 全 研 究 セ ン タ ー

先 端 基 礎 研 究 セ ン タ ー

原子力基礎工学研究部門

地 層 処 分 研 究 開 発 部 門

量子ビーム応用研究部門

核燃料サ イ ク ル 技 術開 発 部門

核 融 合 研 究 開 発 部 門

バ ッ ク エ ン ド 推 進 部 門

次世代 原 子 力 シ ス テ ム 研 究 開 発 部 門

（ 運 営 管 理 部 門 ）

経 営 企 画 部

総 務 部

法 務 室

人 事 部

労 務 部

財 務 部

契 約 部

理 事 長
副理事長
理 事

敦

賀

本

部

安 全 統 括 部

広 報 部

産 学 連 携 推 進 部

国 際 部

建 設 部

研 究 技 術 情 報 部

シ ス テ ム 計 算 科 学 セ ン タ ー

核 不 拡 散 科 学 技 術 セ ン タ ー

原 子 力 研 修 セ ン タ ー

原子力緊急時支援 ・ 研修 セ ン タ ー

（ 事 業 推 進 部 門 ）

東 京 事 務 所

原 子 力 エ ネ ル ギ ー 基 盤 連 携 セ ン タ ー

J
❘

P
A
R
C

セ

ン

タ

|

監 査 室

監 事

青 森 事 務 所
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副部門長

研
究
開
発
統
括
ユ
ニ
ッ
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研
究
計
画
グ
ル
ー
プ

知
識
化
グ
ル
ー
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シ
ス
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性
能
研
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グ
ル
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プ

地
層
処
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盤
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東
濃
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科
学
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ニ
ッ
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結
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質
岩
工
学
技
術
開
発
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ル
ー
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地
質
環
境
研
究
グ
ル
ー
プ

自
然
事
象
研
究
グ
ル
ー
プ

研
究
開
発
推
進
室

部門長 東海エントリー駐在

東京駐在

幌延駐在東濃駐在

地層処分研究開発・評価委員会

外部専門家による評価体制

深地層の研究施設計画検討委員会

地質環境の長期安定性研究検討委員会

（理事長委嘱）

（
部
門
長
委
嘱
）

地層処分研究開発部門の組織

地層処分研究開発検討委員会
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研究開発の評価について

理事長 経営諮問会議（仮称）
助言・提言

研究諮問会議（仮称）

助言・提言

部門長

□□ユニット

△△グループ

内部評価

ユニット、
グループの
業務実績

施設運営/事業推進組織

○○所/センター/推進部

外部の
専門家
・有識者

○○長

□□部

△△課

内部評価

部、課の
業務実績

意

見

管理運営組織

○○部

部長

□□課

内部評価

課の
業務実績

研究開発・
評価委員会
原則として、

研究開発部門単位で設置

経営企画部
（評価室）

運営・管理

機構としての
業務実績・内部評価

各組織の
業務実績・内部評価

大綱的指針に基づく研究開発
課題の評価諮問・答申
（事前・中間・事後・追跡）

諮問

諮問

【研究開発の進め方
に関する重要事項】

【経営全般に関する重要事項】

外部の
専門家
・有識者 意

見

・ 委員は、外部専門家
及び外部有識者で構成

・ 委員は理事長が委嘱

・ 委員会の庶務は各部門が実施

（組織の性格に
よる）

適宜、
業務実績等
に関する意見

研究開発組織

○○部門

理事長ヒアリング
（役員会）

○地層処分研究開発・評価委員会

（その他、６つの委員会）

地層処分研究開発部門の委員会

・深地層の研究施設計画検討委員会

・地層処分研究開発検討委員会

・地質環境の長期安定性研究検討委員会

・研究開発の技術的検討及び助言を行う

・ 委員は、外部の学識経験者で構成

・ 委員は、部門長が委嘱

・ 委員会庶務は、統括ユニットが実施

9

わが国の地層処分計画と原子力機構
における研究開発の現況
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原子力発電環境整備機構設立('00)

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（'00）
1976

2040

2020
2010

22000000

2030

第１次取りまとめ('92)
「地層処分の技術的可能性」

1992

研究開発

1986

処分地の選定

地層処分
研究開始

継続
的な
技術
基盤
の強
化

国の政策等

第２次取りまとめ('99)
「地層処分の技術的信頼性」

処分場の設計・
建設・操業

東濃鉱山での
地層科学研究('86～'03)

釜石鉱山での
地層科学研究('88～'98)

東海エントリー
試験開始('93)

東海クオリティ
試験開始('99)

超深地層研究所
計画開始('96)

1981

「研究開発等の進め方」
バックエンド対策専門部会報告書('97)

「処分に向けた基本的考え方」
処分懇談会報告書('98)

「制度化のあり方」
原子力部会報告書('99)

原子
力長
期計
画な
ど

幌延深地層研究
計画開始('01)

H17取りまとめ('05)

「安全規制の基本的考え方」
原子力安全委員会報告書('00)

公募開始（‘02.12）

わが国の地層処分計画の流れ
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日本全国 概要調査地区 精密調査地区

概要調査地区の選定

調査対象：応募区域およびその周辺地域
調査方法：文献調査

調査目的：地震等の自然現象による地層
の著しい変動の記録がなく，かつ将来に
わたってそれらが生ずるおそれが少ない
と見込まれること等の確認

精密調査地区の選定 最終処分施設建設地の選定

調査対象：概要調査地区
調査方法：概要調査（ボーリング調査，地表

踏査，物理探査等）

調査目的：最終処分を行おうとする地層およ
びその周辺の地層が安定していること，坑道
の掘削に支障がないこと，地下水の水流等が
地下施設に悪影響を及ぼすおそれが少ないと
見込まれること等の確認

調査対象：精密調査地区
調査方法：精密調査（地上からの調査，地

下の坑道での測定・試験等）

調査目的：最終処分を行おうとする地層の
物理的･化学的性質等が最終処分施設の設
置に適していると見込まれること等の確認

最終処分施設建設地

現在，市町村に対し公募中
（平成１４年１２月開始）

現在，市町村に対し公募中
（平成１４年１２月開始）

平成20年代前半
を目途に選定

平成30年代後半
を目途に選定

土木学会原子力土木委員会地下環境部会（2001）を編集

3段階の処分地選定過程（原子力発電環境整備機構）
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実施主体と安全規制の最近の動き

＜実施主体：NUMO＞

・概要調査技術・評価手法の開発・実証
→概要調査を管理する技術・手法等の検討
→地質環境特性の調査技術・評価手法の実証
（ボーリング調査）

＜安全規制＞

・原子力安全・保安部会／廃棄物安全小委員会
→「放射性廃棄物の地層処分に係る安全規制制度のあり方
について」（案）の意見公募（6/18～7/18）

・安全規制支援機関
→概要調査のガイドラインの検討

・原子力安全委員会／特定放射性廃棄物処分安全調査会
→「安全審査基本指針」の検討
→「精密調査地区選定段階に考慮すべき環境要件」の検討
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今後の研究開発における原子力機構の役割と枠組み

【原子力政策大綱】（原子力委員会，平成17年10月11日）
・研究開発の中核的機関として，処分事業や安全規制へ研究開発の成果を反映するよう，地層
処分技術の知識基盤を整備・維持
・国及び研究開発機関等は，全体を俯瞰して総合的，計画的かつ効率的に進められるよう連携・
協力するべき

【地層処分基盤研究開発調整会議】（平成17年7月21日発足）

情報発信

成果提供

オブザーバーオブザーバー

資源エネルギー庁

調査等事業実施

機関 （H17現在）
原環センター，電中研

産創研，産総研，放医研

地層処分基盤研究開発調整会議

① 研究開発全体計画の策定

② 研究開発の連携に関する調整

③ 成果の体系化に向けた調整

原子力機構
（JAEA）

原環機構
（NUMO）

原子力安全
・保安院

資源
エネルギー庁

国の基盤研究開発

規制研究
機関
JNES等

総合資源エネルギー調査会
原子力部会放射性廃棄物小委員会等

原子力安全委員会

実施主体の
技術開発 国の

規制研究

大学等有識者
意見

計画等の
提示

情報発信

成果提供

計画等の
提示



14
事業実施事業実施 安全規制安全規制

成果の反映成果の反映

科学的視点が中心科学的視点が中心

日本原子力研究開発機構日本原子力研究開発機構

研究開発の目標
①実際の地質環境への地層
処分技術の適用性確認

②地層処分システムの長期
挙動の理解

工学的視点が中心工学的視点が中心

関係研究開発機関関係研究開発機関

・技術情報の整備
・周辺基盤技術の研究開発

原子力機構の研究開発の目標
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地質環境特性の調査・
評価技術の開発

地質環境の長期安定性
に関する研究

（隆起・侵食、地震・断層活動、
火山活動、ﾅﾁｭﾗﾙｱﾅﾛｸﾞ等）

人工バリア等の基本特性
データベースの開発

処分場閉鎖等の工学
技術の信頼性向上

処分技術の実際の地質
環境への適用性の確認

核種移行データベースの
整備

安全評価モデルの高度化

人工バリア等の長期複合
挙動に関する研究

安全評価シナリオの充実

深地層における工学技術
の基礎の開発

深地層の
科学的研究

処分技術の
信頼性向上

安全評価手
法の高度化

実際の地質環境への地層

処分技術の適用性確認

地層処分システム

の長期挙動の理解

研究課題

目標
知
識
ベ
ー
ス
の
開
発
、
知
識
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築

安全評価手法の実際の
地質環境への適用性の

確認

原子力機構における研究開発目標と課題
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処分事業
（原環機構）

文献調査 概要調査 精密調査

（平成20年代前半） （平成30年代後半）

年度 2005
(H17)

2010
(H22)

2020
(H32)

原子力
機構 地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化，知識ベースの開発

①実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認 ②地層処分システムの長期挙動の理解

精密調査地区
の選定

最終処分施設
建設地の選定

安全審査
基本指針

安全規制
（国）

地上からの調査研究段階
における地質環境の
調査・評価技術，

および
設計・安全評価手法の整備

坑道掘削時の調査研究段階
における地質環境の
調査・評価技術，

および
設計・安全評価手法の高度化

地下施設での調査研究段階
における地質環境の
調査・評価技術，

および
設計・安全評価手法の信頼性確認

概要調査地区
の選定

成果の
取りまとめ

地層処分に対する国民各層の理解

安全審査指針
・技術基準

安全
審査

研究開発成果の段階的な取りまとめと反映

「H17取りまとめ」公表済

171976

地層処分
研究開始

1992
1999

2005

技術基盤の集約と蓄積

第２次取りまとめ（H12）
「技術的信頼性の提示」

第１次取りまとめ（H3）
「技術的可能性の提示」

H17取りまとめ
「技術的信頼性の向上」
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今後の地層処分技術の知識基盤化

★地層処分技術の継続的な信頼性の向上

・これまで蓄積した知識の体系的管理

・処分事業や安全規制のニーズに即した知識の蓄積

【JAEA知識管理システム】

・ドキュメント
・データベース
・シミュレーションモデル／解析結果
・エキスパートシステム
・多様な論拠
・経験・ノウハウ

知
識
ベ
ー
ス
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２つの深地層の研究施設計画の現況
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坑道掘削技術

地下施設の設計・施工技術
人工バリア等の工学技術

地下施設の設計・施工技術
人工バリア等の工学技術

人工バリア挙動
評価技術

坑道閉鎖技術

坑道内での
地下水調査

処分システムの設
計・安全評価技術

処分システムの設
計・安全評価技術

試験坑道

岩 盤
水圧計等

緩衝材

ﾋｰﾀｰ

幌延深地層研究計画では，深地層の科学的研究に加えて，堆積岩における地層処分研究開発を行う。
結晶質岩における地層処分研究開発は，海外の地下研究施設を活用して進めている。図はイメージ。

瑞浪：平成16年度終了
幌延：平成17年度終了

物理探査

ボーリング調査

第１段階
地上からの
調査研究段階

第１段階
地上からの
調査研究段階

第３段階
地下施設での
調査研究段階

第３段階
地下施設での
調査研究段階

第２段階
坑道掘削時の調査研究段階

第２段階
坑道掘削時の調査研究段階

地質環境の
調査・評価技術

地質環境の
調査・評価技術

深地層の研究施設における３段階の研究開発
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建設工事状況

主立坑掘削状況

(H18.7.28現在の掘削深度)

堆積岩

中間ステージ
（深度500m）

最深ステージ
（深度1,000m）

花崗岩100m

予備ステージ
（深度100m毎）

主立坑
（内径6.5m）

換気立坑
（内径4.5m） アクセス方式：立坑方式

坑道本数 ：2本
主立坑 1本
換気立坑1本

立坑設置間隔：40ｍ
立坑形状 ：円形
立坑内径 ：主立坑 6.5ｍ

換気立坑4.5ｍ
中間ステージ：深度500ｍ
最深ステージ：深度1,000ｍ

地下施設イメージ図
（平成15年度7月
立坑掘削開始）

堆積岩と
花崗岩の

境界

（170m付
近）

換気立坑
191.0m

主立坑
180.0m

40m

100m予備ｽﾃｰｼﾞ貫通状況

撮影：平成17年6月

スカフォード

H17.10.27～ H18.4.16：排水停止等により掘削を中断
H18.4.17～ ：掘削再開，試験グラウト工を実施
H18.７.3 ～：坑底からのパイロットボーリング開始

（坑底から深さ約330m（地上から約520m））
（H18.9月末にパイロットボーリング終了予定）

瑞浪超深地層研究所（結晶質岩の研究）
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撮影：平成18年7月

トナカイ観光牧場

至幌延町市街地

至豊富町

研究所用地 撮影：平成16年11月

地上施設用地
(研究管理棟建設状況)

撮影：平成17年11月

アクセス方式：立坑方式
坑道本数 ：3本

アクセス立坑2本
換気立坑 1本

立坑設置間隔：１辺70mの正三角形配置
立坑形状 ：円形
立坑内径 ：アクセス立坑6.5ｍ

換気立坑 4.5ｍ
最深坑道 ：深度500ｍ

地下施設イメージ図
（平成17年度11月
立坑掘削開始）

換気立坑
5.0m

H18.7.28現在
の掘削深度

地下施設用地撮影：平成18年4月

幌延深地層研究所（堆積岩の研究）


